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定款一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成 29年６月 27日開催予定の第 50期定時株主総会での

承認を前提として、監査等委員会設置会社へ移行することを決議いたしました。監査等委員会設置

会社へ移行するため、同定時株主総会において「定款一部変更の件」を付議することを決議いたし

ましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

なお、監査等委員会設置会社への移行及び移行後の役員人事につきましては、本日付の「監査等

委員会設置会社への移行に関するお知らせ」及び「監査等委員会設置会社移行後の役員人事に関す

るお知らせ」にて別途開示しております。 

 

記 

 

１．定款変更の目的 

（１）経営の透明性を一層向上させるとともに意思決定のさらなる迅速化を実現することを目的と 

して監査等委員会設置会社に移行するため、監査等委員会及び監査等委員に関する規定の新設

並びに監査役会及び監査役に関する規定の削除等、所要の変更を行うものです。 

（２）取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）が期待される役割を十分に発揮できるよう、 

  会社法第 427 条に定める責任限定契約の締結を可能とするべく所要の変更を行うものでありま

す。 

（３）今後の事業活動の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまして、事業目的

を変更するものであります。 

（４）経営体制の一層の強化と充実を図るため、現行定款第 23条の役付取締役に取締役会長、取締

役副社長を追加するものであります。 

（５）上記の変更に伴い、条数の整備等の所要の変更を行うものです。 

 

２．定款変更の内容 

  変更の内容は別紙のとおりです。 

 

３．日程 

  定款変更のための株主総会開催日  平成 29年６月 27日（予定） 

  定款変更の効力発生日       平成 29年６月 27日（予定） 

 

以上 



 

 

(別紙)  

 

   （下線は変更部分を示します。） 

現行定款 変更案 

 

第 １ 条（条文省略） 

（目的） 

第 ２ 条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

 

 

 

 

（１）プラスチックフィルムの製袋およびその加工販売なら

びに輸出入 

（２）包装資材の小売業および輸出入 

（３）郵便物およびカタログ等の作成（封入、封緘、宛名ラ

ベル作成および区分け等）および発送の包括請負業務 

（４）物品の仕分け、検品、包装、梱包および発送の包括請

負業務 

（５）販売促進用宣伝資材の企画製作および販売 

（６）包装用パッケージの製造および販売 

（７）包装・梱包用機械の販売 

（８）プラスチック製食品容器の販売 

（９）医薬部外品、化粧品の製造および販売 

（10）紙製品、文房具、事務用品、日用品雑貨化粧品の販売 

（11）第一種貨物利用運送事業（貨物自動車運送） 

（12）アウトソーシング業務の受託および支援 

 

（新設） 

 

（新設） 

（13）上記各号に附帯または関連する一切の事業 

第 ３ 条（条文省略） 

（機関） 

第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置

く。 

（１）取締役会 

（２）監査役 

（３）監査役会 

（４）会計監査人 

第 ５ 条～第１９条（条文省略） 

 

第４章 取締役および取締役会 

（員数） 

第２０条 当会社の取締役は、７名以内とする。 

 

 

 

（選任方法） 

第２１条 当会社の取締役は、株主総会において選任する。 

 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議については、累積投票によらないも

のとする。 

（任期） 

第２２条 当会社の取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時

までとする。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

第 １ 条（現行どおり） 

（目的） 

第 ２ 条 当会社は、次の事業を営むこと及び次の事業を営む会社

（外国会社を含む。）、組合（外国における組合に相当する

ものを含む。）その他これに準ずる事業体の株式または持分

を所有することにより、当該会社等の事業活動を支配または

管理することを目的とする。 

（１）プラスチックフィルムの製袋およびその加工販売なら

びに輸出入 

（２）包装資材の小売業および輸出入 

（３）郵便物およびカタログ等の作成（封入、封緘、宛名ラ

ベル作成および区分け等）および発送の包括請負業務 

（４）物品の仕分け、検品、包装、梱包および発送の包括請

負業務 

（５）販売促進用宣伝資材の企画製作および販売 

（６）包装用パッケージの製造および販売 

（７）包装・梱包用機械の販売 

（８）プラスチック製品、原材料の販売および輸出入 

（９）医薬部外品、化粧品の製造および販売 

（10）紙製品、文房具、事務用品、日用品雑貨化粧品の販売 

（11）第一種貨物利用運送事業（貨物自動車運送） 

（削除） 

（12）日用品雑貨、インテリア用品の企画、製造および販売

ならびに輸出入 

（13）園芸用品、園芸用薬品、肥料の製造および販売ならび

に輸出入 

（14）上記各号に附帯または関連する一切の事業 

第 ３ 条（現行どおり） 

（機関） 

第 ４ 条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置

く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（削除） 

（３）会計監査人 

第 ５ 条～第１９条（現行どおり） 

 

第４章 取締役および取締役会 

（員数） 

第２０条 当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）は、

７名以内とする。 

２ 当会社の監査等委員である取締役は、５名以内とす

る。 

（選任方法） 

第２１条 当会社の取締役は監査等委員である取締役とそれ以外

の取締役とを区別して、株主総会において選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議については、累積投票によらないも

のとする。 

（任期） 

第２２条 当会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の任

期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のも

のに関する定時株主総会終結の時までとする。 

２ 監査等委員である取締役の任期は、選任後２年以内に

終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時までとする。 

３ 当会社は、会社法第３２９条第 3項の規定により、法

令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くこと

になる場合に備え、株主総会において補欠の監査等委員



 

現行定款 変更案 

 

２ 補欠または増員で選任された取締役の任期は、他の在

任取締役の任期の満了する時までとする。 

 

 

（新設） 

 

 

（代表取締役および役付取締役） 

第２３条 当社の代表取締役は、取締役会の決議によって選定す

る。 

２ 取締役会の決議によって、取締役社長 1 名、専務取締

役および常務取締役各若干名を選定することができる。 

 

第２４条（条文省略） 

（取締役会の招集通知） 

第２５条 当会社の取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各

取締役および各監査役に対して発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役および監査役全員の同意があるときは、招集の

手続を経ないで取締役会を開催することができる。 

（取締役会の決議方法） 

第２６条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の

過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行う。 

          （新設） 

 

２ 当会社は、会社法第３７０条の要件を満たす場合は、

取締役の決議の目的である事項につき、取締役会の決議

があったものとみなす。 

第２７条 （条文省略）  

（新設） 

 

 

 

 

（報酬等） 

第２８条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会

社から受ける財産上の利益（以下、報酬等という）は、株

主総会の決議によって定める。 

 

（社外取締役の責任限定契約） 

第２９条 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社外

取締役との間で会社法第４２３条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額

とする。 

  

 

 

 

 

 

第５章 監査役および監査役会 

（員数） 

第３０条 当会社の監査役は、５名以内とする。 

（選任方法） 

第３１条 当会社の監査役は、株主総会において選任する。 

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって行う。 

（任期） 

第３２条 当会社の監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事 

業年度うち最終のものに関する定時株主総会終結の時ま 

でとする。 

２ 任期の満了前に退任した監査役の補欠として選任され 

た監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時

までとする。 

（常勤の監査役） 

第３３条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定す

る。 

である取締役を選任することができる。 

４ 任期の満了前に退任した監査等委員である取締役の

補欠として選任された監査等委員である取締役の任期

は、退任した監査等委員である取締役の任期の満了する

時までとする。 

５ 補欠監査等委員の選任に係る決議の効力は、選任後２

年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会開始の時までとする。  

（代表取締役および役付取締役） 

第２３条 当社の代表取締役は、取締役会の決議によって若干名選

定する。 

２ 取締役会の決議によって、取締役会長 1名、取締役社

長 1名、取締役副社長、専務取締役および常務取締役各

若干名を選定することができる。 

第２４条（現行どおり） 

（取締役会の招集通知） 

第２５条 当会社の取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各

取締役に対して発する。ただし、緊急の必要があるときは、

この期間を短縮することができる。 

２ 取締役全員の同意があるときは、招集の手続を経ない 

で取締役会を開催することができる。 

（取締役会の決議方法） 

第２６条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の

過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもって行う。 

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する取締役

は、議決に加わることができない。 

３ 当会社は、会社法第３７０条の要件を満たす場合は、

取締役の決議の目的である事項につき、取締役会の決議

があったものとみなす。 

第２７条（現行どおり） 

（取締役への委任） 

第２８条 当会社は、会社法第３９９条の１３第６項の規定によ

り、取締役会の決議によって重要な業務執行（同条第５項

各号に掲げる事項を除く。）の決定を取締役に委任するこ

とができる。 

（報酬等） 

第２９条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会

社から受ける財産上の利益（以下、報酬等という）は、監

査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、

株主総会の決議によって定める。 

（取締役の責任免除） 

第３０条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締

役（取締役であった者を含む。）の同法第４２３条第 1 項

の責任について、善意でかつ重大な過失がない場合は、法

令の限度において、取締役会の決議によってその責任を免

除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、取 

締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間に、同

法第４２３条第1項の責任を限定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法

令に定める最低責任限度額とする。 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 



 

現行定款 変更案 

（監査役会の招集通知） 

第３４条 監査役会の招集通知は、会日の３日前までに各監査役

に対して発する。ただし、緊急の必要があるときは、この

期間を短縮することができる。 

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経な 

いで監査役会を開催することができる。 

（監査役会規程） 

第３５条 監査役会に関する事項は、法令または本定款のほか、

監査役会において定める監査役会規程による。 

（報酬等） 

第３６条 当会社の監査役の報酬等は、株主総会の決議によって

定める。 

（監査役の責任免除） 

第３７条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、任務

を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）

の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決

議によって免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、社 

外監査役との間で会社法第４２３条第１項の賠償責任を

限定する契約を締結することができる。ただし、当該契

約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任

限度額とする。 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

           

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

第６章 計算 

第３８条～第４１条 （条文省略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 監査等委員会 

（常勤の監査等委員） 

第３１条 監査等委員会は、その決議によって常勤の監査等委員

を選定することができるものとする。 

（監査等委員会の招集通知） 

第３２条 当会社の監査等委員会の招集通知は、会日の３日前まで

に各監査等委員に対して発する。ただし、緊急の必要があ

るときは、この期間を短縮することができる。 

２ 監査等委員全員の同意があるときは、招集の手続を経な 

いで監査等委員会を開催することができる。 

（監査等委員会の決議方法） 

第３３条 監査等委員会の決議は、議決に加わることができる監査

等委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の決議について特別の利害関係を有する監査等委

員は、議決に加わることができない。 

（監査等委員会規程） 

第３４条 監査等委員会に関する事項は、法令または本定款のほ

か、監査等委員会において定める監査等委員会規程によ

る。 

 

第６章 会計監査人 

（選任方法） 

第３５条 会計監査人は、株主総会において選任する。 

（任期） 

第３６条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとする。 

２ 前項の定時株主総会において別段の決議がなされない

ときは、当該定時株主総会において再任されたものとす

る。 

 

第７章 計算 

第３７条～第４０条 （現行どおり） 

 

 


